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生協制度見直し検討会

利用事業の実態



利用事業の概要

１．利用事業とは
組合員の生活に有用な施設（※）を組合員に利用させる事業
※ 組合員の組合利用のための有形無形の便宜供与

（サービス）の手段となるもの

２．利用事業の種類
○ 食堂・喫茶
○ 医療事業

病院、診療所を設置して診療を実施する事業
○ 福祉事業
・ 介護保険事業

在宅サービス：居宅介護支援、訪問介護、訪問看護等
施設サービス：老人保健施設等

・ その他福祉事業（障害者自立支援法による福祉事業など）
○ 厚生施設
・ 保養所、レクリエーション施設、理美容等

○ 住宅・土地（住宅や土地の賃貸）
○ サービス・その他（旅行業務等のサービス事業など）

食堂・喫茶

10.0%

医療事業

53.8%

介護保険事業

11.9%

その他福祉事業

0.7%

厚生施設

0.5%

住宅・土地

0.6%

サービス等

22.4%

総　額 4,775.6 ( 100.0% ) 3,513.0 ( 100.0% ) 1,262.6 ( 100.0% )
食堂・喫茶 479.2 ( 10.0% ) 1.6 ( 0.0% ) 477.6 ( 37.8% )
医療事業 2,570.5 ( 53.8% ) 2,570.4 ( 73.2% ) 0.1 ( 0.0% )
介護保険事業 567.9 ( 11.9% ) 566.7 ( 16.1% ) 1.3 ( 0.1% )
その他福祉事業 35.2 ( 0.7% ) 35.2 ( 1.0% ) 0 ( 0.0% )
厚生施設 25.4 ( 0.5% ) 19.7 ( 0.6% ) 5.7 ( 0.5% )
住宅・土地 29.2 ( 0.6% ) 28.9 ( 0.8% ) 0.3 ( 0.0% )
サービス等 1,068.1 ( 22.4% ) 290.5 ( 8.3% ) 777.6 ( 61.6% )
資料　厚生労働省「消費生活協同組合（連合会）実態調査結果表」

生協全体 地域 職域

(億円)

利用事業の種類・品目別構成（平成１６年度）

生協全体

【再提出資料】
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生協の実施する事業と利用事業の性格

○購買事業

「組合員の生活に必要な物資を購入し、これに加工し若しくは
加工しないで、又は生産して組合員に供給する事業」

○利用事業

「組合員の生活に有用な協同施設をなし、組合員に利用せし
める事業」

○生活文化事業

「組合員の生活の改善及び文化の向上を図る事業」

○共済事業

「組合員の生活の共済を図る事業」

○教育事業

「組合員及び組合員従業員の組合事業に関する知識の向上を
図る事業」

公

共

性

小
←

→
大

医療・福祉（介護保険、
子育て支援）

各
種
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

食堂・喫茶

理美容 等

（例） 音楽会、映画会 等

（例） 組合事業に関する研修会 等
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利用事業実施組合数 ６３２組合 （平成１７年３月末 連合会を除く１，０３３組合のうち）

305サービス等

27住宅・土地

28厚生施設

64うちその他福祉事業

194うち介護保険事業

200介護・福祉事業

138医療事業

226食堂・喫茶

組合数事業実施内容

実施事業の状況（※重複有り）

１ 利用事業の実態

○ 利用事業を行う生協（６３２組合）のうち、医療事業を行う生協は１３８組合、介護・福祉事業を行う生協は２００組合である。

資料 厚生労働省「消費生活協同組合（連合会）実態調査結果表」
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２　利用事業種類別事業高の推移

（億円）

食堂・喫茶 475 19.6% 503 17.3% 545 14.9% 513 13.2% 335 8.5% 419 9.1% 479 10.0%
医療 1,405 57.8% 1,804 62.0% 2,158 59.0% 2,392 61.6% 2,698 68.7% 2,673 57.8% 2,571 53.8%
住宅・土地 17 0.7% 8 0.3% 77 2.1% 73 1.9% 22 0.6% 18 0.4% 29 0.6%
介護・福祉 349 7.5% 603 12.6%
厚生施設 36 1.5% 31 1.1% 28 0.8% 29 0.7% 28 0.7% 23 0.5% 25 0.5%
サービス等 496 20.4% 565 19.4% 852 23.3% 872 22.5% 847 21.6% 1,143 24.7% 1,068 22.4%
計 2,429 2,911 3,660 3,880 3,930 4,626 4,776

資料　厚生労働省「消費生活協同組合（連合会）実態調査結果表」

（注）上記の分類による種類別事業高の調査は昭和61年度から実施。「介護・福祉」の分類は平成13年度から実施。

10年度 13年度 16年度昭和61年度 平成元年度 ４年度 ７年度

○　医療事業、介護・福祉の事業高が利用事業全体の事業高に占める割合は、平成１６年度においてそれぞれ５３．８％、１２．６％となっており、
　合わせて６６．４％。

○　特に、介護・福祉事業の事業高は、介護保険制度の導入等を契機に近年伸長している。
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【再提出資料】

３　医療事業を実施している生協の状況
(１）組合数等の状況（平成１６年度）

総　　　　　　数 地　　　　　　域 職　　　　　　域

組　　　合　　　数　（組合） 138   136   2   

 病　　　　　　　　院　（箇所） 87   87   0   

診　　　療　　　所　（箇所） 370   368   2   

 医　　　師　　　数　（人） 2,321   2,319   2   

看　　護　　師　　数　（人） 11,008   11,007   1   

資料　厚生労働省「消費生活協同組合（連合会）実態調査結果表」

○　医療事業を実施している組合は138組合で、病院は計87箇所、診療所は計370箇所開設されている。
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【再提出資料】
（２）各指標にみる一般病院、全国厚生農業協同組合連合会(ＪＡ厚生連）会員との比較（平成１６年度）

生協 ＪＡ厚生連 (対JA厚生連比） 全国 (対全国比） 生協 ＪＡ厚生連 全国 (対全国比）

医療費(億円） 2,571 6,193 41.5% 314,000 0.8% - - - -

病床数(床） 14,916 37,727 39.5% 1,630,038 0.9% - - - -

延べ患者数(万人） 1,828 3,455 52.9% - - 6.01 11.07 311 1.9%

　　うち入院患者数（万人） 415 1,196 34.7% - - 1.14 3.28 142 0.8%

　　うち入院外患者数（万人） 1,413 2,259 62.5% - - 4.87 7.79 169 2.9%

*「生協」の医療費、病床数は厚生労働省「消費生活協同組合（連合会）実態調査結果表」
　患者数は、日本生活協同組合連合会会員のうち医療事業を実施する組合の実績（日本生活協同組合連合会調べ）。
*「JA厚生連」の数値は、全国厚生農業協同組合連合会の公表数値による。
*「全国」の数値は、厚生労働省「医療費の動向」「医療施設動態調査」「病院報告」による。
*生協の延べ患者数の対全国比については、1日あたり延べ患者数で比較した。
*生協、ＪＡ厚生連の１日あたり延べ患者数は、年間延べ患者数を想定年間診療日数（入院患者数は365日、入院外患者数は290日）で除した数値とした。

年　　　　　　　　　　間 １　日　あ　た　り

○　医療事業を実施する生協の医療費は、２，５７１億円で対全国比０．８％、対ＪＡ厚生連比４１．５％。

○　医療事業を実施する生協の病床数は、１４，９１６床で対全国比０．９％、対ＪＡ厚生連比３９．５％。

6



生協の福祉
＊生協は、福祉の分野において、事業と活動の両面で地域住民のニーズに対応し、生活向上に寄与している

事業としての側面 組合員活動としての側面

４ 生協の福祉の取組

（１） 生協の福祉の取組の特色

＜福祉事業＞
各会員生協の定款の中で定め、取り
組んでいる福祉事業。事業区分として
は、「介護保険事業」「障害者自立支
援法に基づく事業」「制度外事業」が
ある。

○介護保険事業をはじめ、「くらしの
安心」、特に高齢者の「住み慣れた所
で安心して暮らしたい」という在宅福
祉のニーズに応えた事業を展開

○介護保険事業外の事業においても、
病院内の付き添い、家事サービスな
ど、「くらしの安心を確保する事業」を
展開

＜福祉活動＞
組合員が自主的に取り組んでいる福
祉活動であり、多くは有償のボラン
ティアとして行われている。活動対象
者は、組合員相互扶助の精神により
主に組合員としている。

○福祉活動は、サービスの担い手と
受け手が同じ組合員であることが特
徴（サービスの受け手側には信頼感
と安心感が助長され、担い手側にも
信頼を裏切らない責任感が生まれ
る）

○ボランティア活動や「くらしの助け
合いの会」等の相互扶助活動を通じ
て、福祉を担う人材が日常的に養成
されている
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福祉事業 福祉活動

○介護保険事業
＊ホームヘルプ、ケアプランニング、福祉用具
貸与事業が中心
・153生協 489.5億円
※参考 上記以外に、生協関連の社会福祉法人

（６法人） 44.2億円

○介護保険外事業
・病院内の付き添い、外出同行、同居家族を含

めた家事サービス（９生協） 4,000万円

・高齢者用住宅サービス（３生協） 1.8億円

・住宅改修サービス（５生協） 8,200万円

・福祉用具の販売（18生協） 2.5億円

○障害者自立支援法に基づく事業
・15生協 3.9億円

○子育て支援事業
＊主に乳幼児とその親を対象として、交流の場や
保育サービスを提供する事業
・３生協 4,000万円

※数値はいずれも平成16年度

○くらしの助け合い活動
＊高齢者、介護を必要とする人、産前産後の母親等を
対象に、自立を助ける家事援助などを行う、組合員ど
うしの相互の助け合い活動
・73生協 年間活動時間103万時間

○お食事会・配食サービス
＊主に高齢者を対象にした食事会の開催や、自宅へお
弁当を届ける活動で、予防介護や安否確認の役割も果
たしている
・お食事会活動 ：31生協 4万2千食の利用
・配食活動： 21生協 7万食の利用

○ふれあいサロン活動
＊高齢者や子育て中の母親などを対象に、交流の場を
提供
・27生協 延べ1万6千名の利用

○子育て支援活動（子育てひろば）
＊乳幼児期の親子が、地域の中で過ごし、つながりを
つくる場を提供
・52生協 270カ所で開催

※数値はいずれも平成17年度

（２） 生協の福祉事業と活動

資料 日本生活協同組合連合会調べ

（注）日本生活協同組合連合会の会員の地域生協（279組合(平成17年３月末)）のうち、福祉事業・福祉活動を行っている組合に関するデータ。 8



社協
9%

医療法人
9%

社会福祉法人
（社協以外）

50%

営利法人
22%

ＮＰＯ
2%

農協
1%

その他
2%

地方公共団体
4%

○在宅サービスの費用額：２,５５５億円
（16年12月サービス分）

【再提出資料】

（３） 介護保険の在宅サービスにおける生協のシェア
費用額（平成16年12月サービス分）

社協
6%

医療法人
19%

社会福祉法人
（社協以外）

28%

営利法人
34%

ＮＰＯ
2%

農協
1%

その他
6%

地方公共団体
2%

社協
11%

医療法人
5%

社会福祉法人
（社協以外）

14%

営利法人
58%

ＮＰＯ
3%

農協
2%

その他
5%

地方公共団体
0%

○訪問介護の費用額：６０３億円

○通所介護の費用額：５９９億円

８８１億円

７１０億円

４８２億円

１５８億円

３４９億円８３億円

３０１億円

１３０億円

６４億円

３０億円

５０億円

２４億円

５６億円
５２億円

生協
2%

40億円

生協
2%

生協
1%

○ 在宅サービスでは、生協のシェアは、２％で年間４０億円の規模。

○ 訪問介護では生協は２％、通所介護では生協は１％のシェア。

介護給付費実態調査より作成
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６ 生協関連の社会福祉法人の介護保険事業

８２．７億円４７生協地域購買生協（注２）

１２６．９億円５３組織総合計

４４．２億円６法人社会福祉法人（注１）

介護保険事業組織数

０．４０その他（未分類）

４４．２

０．５

１６．４

０．３

０

１．８

９．０

０

１４．５

１．７

社会福祉法人

０訪問看護

８２．７合 計

０特別養護老人ホーム

０グループホーム

０．４特定施設

１．０短期入所

１４．０通所介護（デイサービス）

７．８福祉用具貸与・販売

４８．５訪問介護（ホームヘルプ）

１０．６居宅介護支援（ケアプランニング）

地域購買生協業 種

介護保険事業実績（平成１６年度） 事業分野別事業高

資料 日本生活協同組合連合会２００５年２月調査

（単位：億円）

○ 生協においては、社会福祉法人を設立して広く事業展開を行っている組合がある。

○ 日本生活協同組合連合会の会員生協関連の社会福祉法人でみると、６法人で総事業高は４４．２億円。 事業分野別にみると、
特別養護老人ホームが１６．４億円と最も多く、次いで訪問介護（１４．５億円）、通所介護（９．０億円）となっている。

（注１）生協を母体として設立された社会福祉法人
（注２）日本生活協同組合連合会会員のうち、介護保険事業を
実施している主として購買事業を実施する地域生協
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①くらしの助け合いの会等の家事援助活動

「おたがいさま活動」

年賀状の宛名書き、出産の見守り、病気の方の散髪等、生活のあらゆる場面に関する依頼に

対応している。

具体的事例

実施組合数：73組合（平成16年度）取組状況

高齢者や介護を必要とする人や、産前産後の母親などを対象に、自立を助けるための家事援
助（買い物、掃除、食事づくり、洗濯等）などを中心に行う、組合員どうしの相互の助け合い活動。

活動の内容

資料 日本生活協同組合連合会調べ、会員生協について

（５）生協の福祉活動の例

②食事会・配食サービス

③ふれあいサロン活動

食事会の開催は、閉じこもりがちな高齢者の予防介護にもつながる。また、配食活動では、弁当
を手渡しすることで安否確認の役割も担っている。配達時に倒れていたのですぐ救急車をよん
だ、ガスストーブがつけっぱなしだっだのですぐ消した、などの事例も報告されている。

具体的事例

実施組合数：食事会36組合、配食サービス20組合（平成16年度）取組状況

主に高齢者を対象とした、生協の施設を利用した食事会の開催と、自宅へ弁当を届ける配食
サービス。

活動の内容

組合員ボランティアによる絵本の読み語り活動やおしゃべりを通じたお茶会などの実施で多面
的な交流と憩いの場を提供する。

具体的事例

実施組合数：30組合 （平成16年度）取組状況

高齢者を中心にした、誰もが自由に参加できるふれあいの場づくりの取組。

おしゃべり会、趣味の会、お出かけ会など。

店舗の一角等で実施。

活動の内容
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④子育て支援活動（子育てひろば）

・生協での取組形態は、組合員のボランティアによる運営で、月に１，２回、生協施設

（店舗併設の組合員集会室等）を利用して行われる場合が多い。

具体的事例

52生協、270か所で開催（平成17年度）取組状況

予約なしで親子で楽しく集い、自由に過ごす場を提供したり、行政からの子育てサポート事
業の委託を受け、一時預かりなどにも取り組んでいる。

活動の内容

資料 日本生活協同組合連合会調べ、会員生協について

○「子育てひろば」実施状況

＜実施生協数＞ ＜子育てひろば数＞

16年度 17年度 16年度 17年度

北海道・東北 3 6 30 38

中央 17 17 50 68

関西 9 12 72 92

中四国 4 5 8 31

九州 10 12 33 41

計 43 52 193 270
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平成元年に財団法人として許可された社会福
祉基金は、同年、コープさっぽろ総代会で承
認された事業の剰余金1億円を基本財産にし、
スタートした。高校生（母子家庭）への奨学
金制度、障害者の自立活動への支援など、心
豊かな地域作りをめざす協同の福祉活動であ
る。

1：高校生への育英奨学金給付制
度（月額10,000円）
2：17年度 コープ地域福祉助成
制度
・北海道内の生協に登録し活動
する「くらしの助け合いの会」
（１件50万以内、総額100万以
内）
・北海道内で活動する小規模作
業所等の地域福祉施設（1件につ
き一律5万円、総額60万以内）
・北海道で活動する地域福祉ボ
ランティアグループ（１件につ
き5万円以内、総額25万以内）

右記右記コープさっぽろ

組合員が参加する福祉活動を進める組織・団
体支援のため、福祉基金をつくり、生協の剰
余金より積立している。自分たちのくらしの
安全安心を守ろうということが生協を立ち上
げた趣旨であり、組合員はそれぞれの地域に
住んでいる。地域のくらしを生協の組合員も
一緒になってみんなで助け合っていきたいと
考え基金をつくった。

県内に事務所があり、生協組合
員が３人以上かかわって継続的
に活動されている団体。助成す
る用途と金額をＡ・Ｂ・Ｃコー
スと分けている。
●Ａコースは１００万円を上限
とする施設や備品の援助をする。
●Ｂコースは３０万円を上限に
備品等の援助をする。
●Ｃコースは１０万円を限度に
調査・企画などへの援助をする。

右記500万コープぎふ

概要（目的・内容）助成対象
１件の上

限助成総額生協名

５ 生協の福祉活動等の推進を目的とした支援制度の例 （組合員の福祉活動等に対する助成）
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